
雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案について【概要】

１．改正の趣旨

「好循環実現のための経済対策 （平成２５年１２月５日閣議決定）に基づき、失」

業なき労働移動の促進及び女性・若者等の雇用及び人材育成の促進を図るため、平成

２５年度補正予算に計上した雇用関係助成金（労働移動支援助成金・キャリアアップ

助成金・キャリア形成促進助成金）の拡充について必要な規則の改正を行うもの。

２．改正の内容

労働移動支援助成金の拡充(１)

事業規模の縮小等により離職を余儀なくされる労働者等に対し、再就職を実現す

るための支援を再就職支援会社に委託した場合、委託を行った中小企業事業主に対

して費用の一部を助成する再就職支援奨励金について、助成対象企業を中小企業だ

けでなく大企業にも拡大する、送り出し企業が民間人材ビジネスの訓練等を活用し

た場合の助成措置を創設する、支給時期を支援委託時と再就職実現時の２段階にす

るといった拡充を実施するとともに、受入れ企業の行う訓練への助成措置として受

入れ人材育成支援奨励金を創設する。

キャリアアップ助成金の拡充(２)

非正規雇用労働者の企業内キャリアアップを促進するため、正規雇用への転換を

実施した事業主に対する助成額及び助成上限人数の引き上げ、有期契約労働者等か

ら短時間正社員への転換を実施した事業主に対する助成額の引き上げ等を行う（平

成２７年度までの時限措置 。）

また、非正規雇用労働者の人材育成の取組を実施した事業主に対する助成額の引

き上げを行う。

キャリア形成促進助成金の拡充(３)

事業主が雇用する労働者に対して職業訓練等を実施した場合に、訓練経費や賃金

の一部を助成するキャリア形成促進助成金について、傘下の企業に就職した若年労

働者を対象とした実践的な訓練や熟練技能者による技能継承のための訓練等を実施

する事業主団体等に訓練経費の一部を助成する「団体等実施型訓練」及び育休中・

復職後の能力アップのための訓練や出産・育児等により一定期間離職していた女性

等の再就職後の能力アップのための訓練を実施した場合に訓練経費等を助成する

「育休中・復職後等能力アップコース」を創設するとともに、成長分野やグローバ

ル人材育成の取組強化に係る拡充（大企業にも新たに助成、グローバル人材育成コ

ースに海外の大学等で実施する訓練について助成対象に追加）を実施する。

３．公布日 平成２６年２月２８日

４．施行日 平成２６年３月 １日

５．根拠条文

雇用保険法第５６条の３第１項第２号、第６２条第２項、第６３条第２項
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移籍移籍

労働移動支援助成金の拡充案について①

○ 日本再興戦略において、行き過ぎた雇用維持型から労働移動支援型への政策転換を進めるとされたことを
受け、労働移動支援助成金を大幅に拡充し、失業なき円滑な労働移動の実現を図る。

○ 26年度予算案に301億円（再就職支援奨励金：85億円、受入れ人材育成支援奨励金：216億円）を計上。
また、25年度補正予算案においては、拡充の前倒しに係る経費として、４億円を計上。

再就職支援会社
（民間人材ビジネス）委託委託

就職活動就職活動

離
職
離
職

再
就
職

再
就
職

受入れ企業送り出し企業
再就職支援の実施
（訓練等の実施）

・再就職援助計画等の作成・
認定を経て、再就職支援の
委託や休暇の付与を実施

・再就職援助計画対象者等、
受け入れた労働者に対して
Off-JT・OJTによる訓練実施

■再就職支援奨励金

支援に要した費用の一部を助成
（訓練等実施の場合は上乗せ）

【26年度予算案： 85億円】

■受入れ人材育成支援奨励金

訓練に要した費用の一部を助成

【26年度予算案： 216億円】

助成 助成

【拡充後の労働移動支援助成金の基本的なスキーム】

2



支給対象
事業主

中小企業事業主のみ
【うち45歳以上の対象者】

支
給
段
階
・支
給
額

支援
委託時

（なし）

再就職
実現後

委託費用
× ２分の１ 【３分の２】

支給対象
事業主

中小企業事業主以外
【うち45歳以上の対象者】

中小企業事業主
【うち45歳以上の対象者】

支
給
段
階
・支
給
額

支援
委託時

１０万円 （※実際に委託費用の支払を終えていることが要件）

再就職
実現後

委託費用
× ２分の１ 【３分の２】

－１０万円

委託費用
× ３分の２ 【５分の４】

－１０万円

支給対象事業主・支給段階及び支給額の拡充１

※ 再就職実現後の助成は、離職から２ヶ月以内
【45歳以上は５ヶ月以内】に再就職を実現した対象者分

※ 再就職実現後の助成は、離職から６ヶ月以内
【45歳以上は９ヶ月以内】に再就職を実現した対象者分

訓練・グループワークを実施した場合の上乗せ２
（１） 再就職支援の一部として訓練の実施を委託し

た場合、訓練の実施期間１ヶ月につき６万円を
上乗せ（３ヶ月分が上限）。

（２） ３回以上のグループワークの実施を委託した場
合、１万円を上乗せ。

求職活動のための休暇を付与した場合の助成３
事業主が、対象者に対して在職中から円滑な求職活
動が行えるように休暇を付与した場合、当該休暇１日
当たり４，０００円（中小企業事業主については７，０００
円）を助成（９０日分が上限）。

再就職援助計画の対象となった労働者等を雇い入れ、又は移籍等により労働者を受け入れた事業主が、その労働者に
対して訓練（Ｏｆｆ-ＪＴ又はＯｆｆ-ＪＴ＋ＯＪＴ）を実施した場合、訓練に要した費用の一部を助成する措置を創設。

（１） Ｏｆｆ-ＪＴの場合
（２） ＯＪＴの場合

… 訓練１時間当たり８００円 ＋ 訓練経費実費相当額（３０万円が上限）
… 訓練１時間当たり７００円

■再就職支援奨励金の拡充・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

■受入れ人材育成支援奨励金の創設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

労働移動支援助成金の拡充案について②

現
行

拡
充
案

※ 対象者一人当たり40万円、一の再就職援助計画等に
つき300人分を上限として支給

※ 対象者一人当たり60万円、一年度一事業所につき
500人分を上限として支給
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キャリアアップ助成金について（平成26年度予算案：159億円）

（注）①「正規雇用等」とは、「正規雇用または無期雇用」をいう。②派遣労働者の場合、派遣元事業主で転換または派遣先の事業所で直接雇用される場合に助成。
③無期雇用への転換等は、通算雇用期間３年未満の有期契約労働者からの転換等であって、基本給の５％以上を増額した場合に限る（５％の算出方法は、標準的な方法を
設定した上で柔軟に対応）。なお、短時間正社員に転換した場合は対象外（短時間正社員コースにより助成）。

助成内容 助成額
（ ）額は大企業の額（短時間正社員は大規模事業主）

拡充内容 ※２年間の時限措置（人材育成は恒久）

（ ）額は大企業の額（短時間正社員は大規模事業主）

正規雇用等
転換
（注）

有期契約労働者等を正規雇用等に転換
または直接雇用（以下「転換等」）した
場合に助成

①有期→正規：１人当たり40万円（30万円）
②有期→無期：１人当たり20万円（15万円）
③無期→正規：１人当たり20万円（15万円）

※対象者が母子家庭の母等又は父子家庭の父の場合、
１人当たり①10万円、②5万円、③5万円を加算

①１人当たり50万円（40万円）
③１人当たり30万円（25万円）

※①または③を実施する場合、助成上限人数（①～③

合わせて１年度10人）を５人を限度として上乗せ
※派遣労働者を正規雇用で直接雇用する場合

１人当たり10万円（大企業も同額）加算（新規）

人材育成

有期契約労働者等に
・一般職業訓練（OFF-JT） 又は
・有期実習型訓練（「ジョブ・カード」を
活用したOFF-JT+OJTを組み合わせた
３～６か月の職業訓練）

を行った場合に助成

OFF-JT《１人当たり》
賃金助成：１ｈ当たり800円（500円）
経費助成：上限20万円（15万円）

OJT《１人当たり》
実施助成：１ｈ当たり700円（700円）

経費助成：上限30万円（20万円）

※訓練時間数が100時間未満の場合は、10万円（7万
円）、100時間以上200時間未満の場合は20万円（15
万円）を上限。

処遇改善
すべての有期契約労働者等の基本給の賃金
テーブルを改定し、３％以上増額させた
場合に助成

１人当たり１万円（0.75万円）

※「職務評価」の手法の活用により実施した場合、
１事業所当たり 10万円（7.5万円）上乗せ

要件を「３％以上」から「２％以上」へ緩和

※「職務評価」の手法の活用により実施した場合、

１事業所当たり 20万円（15万円）上乗せ

健康管理
有期契約労働者等を対象とする「法定外の
健康診断制度」を規定し、４人以上実施
した場合に助成

１事業所当たり40万円（30万円）

短時間
正社員

労働者を短時間正社員に転換・新規雇入れ
した場合に助成

１人当たり20万円（15万円）
※対象者が母子家庭の母等又は父子家庭の父の場合、
１人当たり10万円加算

有期契約労働者等から転換した場合、

１人当たり30万円（25万円）

パート
労働時間
延長

有期契約労働者等の週所定労働時間を２５
時間未満から３０時間以上に延長した場合
に助成

１人当たり10万円（7.5万円）

○有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用の労働者(※１)の企業内のキャリアアップを促進するため、

これらの取組を実施した事業主に対して包括的に助成。 (※１)正規雇用の労働者以外の無期雇用労働者を含む。

【本助成金の活用に当たって】
「有期契約労働者等（※２）のキャリアアップに関するガイドライン」に沿って、事業所ごとに「キャリアアップ管理者」を配置する
とともに、労働組合等の意見を聴いて「キャリアアップ計画」を作成することが必要。 （※２）短時間労働者及び派遣労働者を含む。
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職業訓練などを実施する事業主に対し訓練経費や訓練中の賃金の一部を助成する「キャリア形成促進助成金」について、補正予算において、「日本再
興戦略」(H25.6.14閣議決定）に基づき、（A）若手社員の訓練を行う事業主団体等に対する新たな支援（熟練技能者による技能継承のための訓練等を拡
充）、①育児休業中及び復職後の能力アップに取り組む企業への助成制度の創設（再就職後の訓練を拡充）について、一部拡充の上前倒し実施するとと
もに、②成長分野等人材コース及び③グローバル人材育成コース（国外留学等の訓練を拡充）を大企業も対象とする拡充を行う。

１．趣旨１．趣旨

キャリア形成促進助成金について （平成25年度補正予算において制度要求）
※平成25年度予算額 83億円

２．助成内容２．助成内容

※経費助成の１人１コース当たりの支給限度額

300時間未満
300時間以上

600時間未満
600時間以上

20時間以上

100時間未満

100時間以上

200時間未満
200時間以上

〇上記以外の訓練 7万円 15万円 20万円

※（ ）額は大企業の額

50万円

（30万円）

現 行 改正後

5万円 10万円 20万円
〇一般型訓練

〇政策課題対応型訓練

〇政策課題対応型訓練のうち、

 ①育休中・復職後等能力アップコース

 ②成長分野等人材育成コース

 ③グローバル人材育成コース

15万円

（10万円）

30万円

（20万円）

内容 助成額（現行）
助成額（改正後）
※（ ）額は大企業の額

事業主団体等が構成事業主の雇用する労働者を対象に行う、若年労働者

への訓練や熟練技能の育成・承継のための訓練

 

ー
経費助成：1/2

①育休中・復職後等能力アップコース
育児休業中や復職後の能力アップのための訓練や妊娠・出産・育児によ

り一定期間離職していた女性等の再就職後の能力アップのための訓練
ー

②成長分野等人材育成コース 成長分野等での人材育成のための訓練

③グローバル人材育成コース
海外関連業務に対する人材育成のための訓練

→【拡充】労働者に対する国外留学等の訓練を追加

④若年人材育成コース 採用後５年以内かつ３５歳未満の若年労働者への訓練

⑤熟練技能育成・承継コース 熟練技能者の指導力強化や技能承継のための訓練、認定職業訓練

⑥認定実習併用職業訓練コース 厚生労働大臣の認定を受けたOJT付き訓練

⑦自発的職業能力開発コース 労働者の自発的な能力開発に対する支援

政策課題対応型訓練以外の訓練
経費助成：1/3

賃金助成：400円
〃

助成対象訓練

経費助成：1/2

賃金助成：800円

経費助成：1/2

賃金助成：800円
※⑥は、OJT実施助成（１人１

時間当たり600円）がある。

※賃金助成は、１人１時間当たりの額。

（C）一般型訓練

（A）団体等実施型訓練

(

B

)

政

策

課

題

対

応

型

訓

練

経費助成：１/２（１/3）

賃金助成：800円（400円）

現行と同じ

新

規

現

行
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